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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 126,584 134,019 171,967

経常利益 (百万円) 14,710 10,919 18,742

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 10,004 7,798 12,464

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,633 7,993 15,267

純資産額 (百万円) 67,077 75,252 69,719

総資産額 (百万円) 130,092 140,016 139,235

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 141.22 110.07 175.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 141.17 110.02 175.87

自己資本比率 (％) 49.7 51.8 48.4
 

　

回次
第11期

第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 55.35 49.68
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を前連結会計年

度から早期適用しており、前第３四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を

遡って適用した後の数値となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。　

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況　

当第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年12月31日）においては、2018年度を最終年度とする中

期経営計画に掲げる経営指標達成に向けた取り組みを継続しております。

 

当第３四半期連結累計期間の連結業績は、主要販売先への売上増等により、売上高は前年同期と比べ7,435百万円

（5.9％）増加の134,019百万円となりました。営業利益は、増収効果等はありましたが、西日本豪雨の影響や、次

世代製品の開発、生産対応のための費用等により、前年同期と比べ3,478百万円（24.6％）減少の10,648百万円とな

りました。経常利益は、前年同期と比べ3,791百万円（25.8％）減少の10,919百万円となりました。親会社株主に帰

属する四半期純利益は、前年同期と比べ2,206百万円（22.1％）減少の7,798百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（日本）

主要販売先への売上増等により、売上高は前年同期と比べ9,427百万円（9.4％）増加の110,166百万円となりまし

た。セグメント利益（営業利益）は、西日本豪雨の影響による損失に対して巻き返しに取り組んでおりますが、新

製品の量産準備にかかる費用や働き方改革のための諸施策の実施による費用等により、前年同期と比べ1,567百万円

（15.1％）減少の8,847百万円となりました。

 

 （中国・韓国）

中国子会社における主要販売先への売上増等により、売上高は前年同期と比べ161百万円（1.8％）増加の9,044百

万円となりました。セグメント利益（営業利益）は、増収効果等はありましたが、前年第３四半期に中国子会社に

おいて量産開始にともなう金型の売上があったことや、お客様の要求品質に積極的に対応するための費用等によ

り、前年同期と比べ1,067百万円（68.0％）減少の502百万円となりました。

 

 （アセアン）

タイ子会社及びインドネシア子会社における主要販売先への売上増や、円安による邦貨換算の影響等により、売

上高は前年同期と比べ1,041百万円（13.3％）増加の8,855百万円となりました。セグメント利益（営業利益）は、

新製品の量産準備にかかる費用等はありましたが、増収効果の影響等により、前年同期と比べ132百万円（13.8％）

増加の1,088百万円となりました。

 

 （中米・北米）

メキシコ子会社における主要販売先への売上増等はありましたが、円高による邦貨換算の影響等により、売上高

は前年同期と比べ229百万円（1.7％）減少の13,611百万円となりました。セグメント利益（営業利益）は、コスト

低減活動により改善に努めましたが、新製品の量産準備にかかる費用や為替変動の影響等により、前年同期と比べ

413百万円（26.6％）減少の1,144百万円となりました。
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(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前期末に比べ781百万円（0.6％）増加し、140,016百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金が減少した一方で、有形固定資産が増加したことによるものであります。

負債は、前期末に比べ4,751百万円（6.8％）減少し、64,764百万円となりました。主な要因は、長期借入金が増

加した一方で、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等が減少したことによるものであります。

純資産は、前期末に比べ5,532百万円（7.9％）増加し、75,252百万円となりました。主な要因は、その他有価証

券評価差額金が減少した一方で、利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、2,262百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 236,704,000

計 236,704,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年2月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 73,896,400 73,896,400
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 73,896,400 73,896,400 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成30年12月31日 ― 73,896,400 ― 5,426 ― 5,229
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成30年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 3,042,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 70,845,700 708,457 ―

単元未満株式 普通株式 7,900 ― (注)

発行済株式総数 73,896,400 ― ―

総株主の議決権 ― 708,457 ―
 

(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式81株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ダイキョーニシカワ株式会社

広島県安芸郡坂町北新地
１丁目４－31

3,042,800 ― 3,042,800  4.1

計 ― 3,042,800 ― 3,042,800  4.1
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 42,684 31,463

  受取手形及び売掛金 ※1  29,674 31,747

  電子記録債権 ※1  3,583 ※1  3,699

  商品及び製品 1,648 4,452

  仕掛品 856 935

  原材料及び貯蔵品 4,597 5,152

  未収入金 504 453

  その他 952 1,218

  貸倒引当金 △6 △6

  流動資産合計 84,495 79,116

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 10,184 10,583

   機械装置及び運搬具（純額） 12,188 13,108

   工具、器具及び備品（純額） 2,374 2,194

   土地 12,801 12,796

   リース資産（純額） 6,436 6,940

   建設仮勘定 4,917 9,661

   有形固定資産合計 48,903 55,284

  無形固定資産 1,163 974

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,806 1,721

   長期貸付金 778 648

   繰延税金資産 1,978 2,107

   その他 895 819

   貸倒引当金 △785 △655

   投資その他の資産合計 4,673 4,642

  固定資産合計 54,740 60,900

 資産合計 139,235 140,016
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  35,621 ※1  27,338

  短期借入金 2,911 2,544

  1年内返済予定の長期借入金 2,803 2,620

  リース債務 3,693 3,898

  未払金 6,206 4,178

  未払費用 500 759

  未払法人税等 3,286 560

  賞与引当金 2,053 988

  製品保証引当金 1,793 1,629

  設備関係支払手形 ※1  808 ※1  635

  その他 942 1,331

  流動負債合計 60,621 46,485

 固定負債   

  長期借入金 2,069 11,540

  リース債務 2,905 3,309

  退職給付に係る負債 2,928 2,600

  役員退職慰労引当金 10 11

  資産除去債務 189 192

  繰延税金負債 598 462

  その他 192 162

  固定負債合計 8,894 18,278

 負債合計 69,515 64,764

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,426 5,426

  資本剰余金 10,835 10,835

  利益剰余金 52,428 57,747

  自己株式 △4,423 △4,415

  株主資本合計 64,267 69,594

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 241 99

  為替換算調整勘定 2,866 2,795

  退職給付に係る調整累計額 △16 △6

  その他の包括利益累計額合計 3,091 2,888

 新株予約権 41 51

 非支配株主持分 2,319 2,718

 純資産合計 69,719 75,252

負債純資産合計 139,235 140,016
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 126,584 134,019

売上原価 106,461 116,770

売上総利益 20,122 17,248

販売費及び一般管理費 5,995 6,600

営業利益 14,127 10,648

営業外収益   

 受取利息 86 100

 受取配当金 26 26

 持分法による投資利益 195 191

 為替差益 103 －

 補助金収入 20 16

 貸倒引当金戻入額 265 128

 その他 190 124

 営業外収益合計 888 588

営業外費用   

 支払利息 239 221

 為替差損 － 46

 その他 65 49

 営業外費用合計 305 317

経常利益 14,710 10,919

特別利益   

 固定資産売却益 12 322

 投資有価証券売却益 － 13

 特別利益合計 12 335

特別損失   

 固定資産除売却損 125 56

 災害による損失 － 68

 災害義援金 － 51

 特別損失合計 125 175

税金等調整前四半期純利益 14,596 11,079

法人税等 3,796 2,801

四半期純利益 10,800 8,277

非支配株主に帰属する四半期純利益 795 478

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,004 7,798
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 10,800 8,277

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △37 △142

 為替換算調整勘定 1,814 △130

 退職給付に係る調整額 34 8

 持分法適用会社に対する持分相当額 20 △19

 その他の包括利益合計 1,832 △283

四半期包括利益 12,633 7,993

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 11,830 7,595

 非支配株主に係る四半期包括利益 802 398
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 0 百万円 － 百万円

電子記録債権 36 　〃 48 　〃

支払手形 165 　〃 176 　〃

設備関係支払手形 6 　〃 22 　〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 6,700百万円 7,007百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 1,133 16.00 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

平成29年11月７日
取締役会

普通株式 1,133 16.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。　

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日
定時株主総会

普通株式 1,275 18.00 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金

平成30年11月６日
取締役会

普通株式 1,204 17.00 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

ダイキョーニシカワ株式会社(E30438)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
日本 中国・韓国 アセアン 中米・北米

売上高      

  外部顧客への売上高 99,082 5,873 7,807 13,820 126,584

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,656 3,009 6 19 4,692

計 100,738 8,883 7,813 13,840 131,276

セグメント利益 10,414 1,569 956 1,558 14,499
 

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 14,499

セグメント間取引消去 △371

四半期連結損益計算書の営業利益 14,127
 

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
日本 中国・韓国 アセアン 中米・北米

売上高      

  外部顧客への売上高 105,193 6,395 8,832 13,598 134,019

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,972 2,649 23 12 7,657

計 110,166 9,044 8,855 13,611 141,677

セグメント利益 8,847 502 1,088 1,144 11,582
 

　

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 11,582

セグメント間取引消去 △933

四半期連結損益計算書の営業利益 10,648
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次

のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 141円22銭 110円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 10,004 7,798

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(百万円)

10,004 7,798

普通株式の期中平均株式数(株) 70,847,337 70,852,102

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 141円17銭 110円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 22,509 34,607

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第12期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の株式名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,204百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　  17円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　　 平成30年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月８日

ダイキョーニシカワ株式会社

取締役会  御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和　泉　年　昭 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前　田　貴　史 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイキョーニシ

カワ株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１

日から平成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイキョーニシカワ株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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